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1927 2018 年）の『ヨーロッパ民事訴訟の歴史』（1973 年）の「一般的序論」
⚑） 二宮宏之『マルク・ブロックを読む』（岩波書店，2005 年）178-179 頁（『二宮宏之著作集
5』（岩波書店）所収）。



























⚒） R. van Caenegem, History of European Civil Procedure, International Encyclopedia of
Comparative Law, vol. XVI, Chap.2（1973）p.3．以下，同書はCanegemと略記する。貝瀬幸雄
「歴史叙述としての民事訴訟(1)」立教法務研究 6号（2013 年）10 頁。
⚓） 貝瀬・前注 2）2頁。











⑵ 第一期中世の原初的訴訟（5 11 世紀）























































































⚕） Caenegem, p.3．貝瀬・前注 2）5-6 頁。
⚖） Ibid．貝瀬・前注 2）6頁。






























⚗） Id., 3-4．貝瀬・前注 2）7頁。





























⑴ 本項では，クヌート・ヴォルフガング・ネル（1935 2018 年）の近作
『ヨーロッパ大陸民事訴訟法概史』（2015 年）によりつつ，原初的訴訟（5 11
⚙） Ibid．貝瀬・前注 2）8頁。
10） Id., 5．貝瀬・前注 2）8-9 頁。





























11） Knut Wolfgang Nörr, Ein geschichtlicher Abriss des kontinentaleuropäischen Zivilprozesses
（2015, Mohr Siebeck, Tübingen）．ネルについて，詳しくは，貝瀬「歴史叙述としての民事訴訟
(4)」立教法務研究 10 号（2017 年）93 頁・注 2）。
12） Id., VIII-XIV．貝瀬・前注 11）93 頁。
































14） Id., 3-4．貝瀬・前注 11）94-95 頁。
15） Id., 4-5．貝瀬・前注 11）95 頁。






























16） Id., 6．貝瀬・前注 11）97-98 頁。
17） Ibid．貝瀬・前注 11）98 頁。
18） Id., 7．貝瀬・前注 11）98 頁。
































20） Id., 7-8．貝瀬・前注 11）98-99 頁。
21） Id., 8-9．貝瀬・前注 11）99-100 頁。

























22） Stürner, Zur Struktur des europäischen Zivilprozesses, Fschr. für Ekkehard Schumann
（2001）491-492．貝瀬「歴史叙述としての民事訴訟（5・完）」立教法務研究 12 号（2019 年）44
頁。
23） Caenegem, p.8．貝瀬・前注 2）11-12 頁。
24） Ibid．貝瀬・前注 2）12 頁。































26） Id., 9．貝瀬・前注 2）12 頁。
27） Ibid．貝瀬・前注 2）12-13 頁。
立教法学 第 101 号（2020)
28



























28） Stürner, supra note 22, 492-493．貝瀬・前注 22）44-45 頁。






























30） Id., 12．貝瀬・前注 2）14-15 頁。
31） Id., 12-13．貝瀬・前注 2）15-17 頁。
32） Id., 15．貝瀬・前注 2）17-18 頁。
























⑶ ネルは，「訴訟に関与する人々」として，まず「訴訟は 3 人（裁判官，





33） Id., 16．貝瀬・前注 2）18 頁。
34） Nörr, supra note 11, 11-12．貝瀬・前注 11）101 頁。








（notarius ないし tabellio. 1215 年ラテラノ会議で，教会裁判所に調書強制が導入され
た），裁判官の命令を実施するための廷吏（apparitores）などの補助人，を挙げ
ることができる。当事者能力・訴訟能力・訴訟追行権は概念的に区別されず，












名，原告の請求の内容，原告の訴えの性質（nature of his action），原告の請求








36） 以上は，Nörr, supra note 11, 13-16．貝瀬・前注 11）103 頁。
37） Id., 22．貝瀬・前注 11）103 頁。






























38） Caenegem, p.18．貝瀬・前注 2）20-21 頁。
39） Nörr, supra note 11, 23-24．貝瀬・前注 11）103-104 頁。































41） Caenegem, p.18．貝瀬・前注 2）21 頁。
42） Caenegem, p.13; Nörr, supra note 11, 26-27．貝瀬・前注 2）22-23 頁，同・前注 11）104-
105 頁。


























⑹ 判決は，中間判決（sententia interlocutoria）と終局判決（sententia defini-
tive もしくは sententia diffinitiva），訴えを退ける場合には本案判決（absolutio
diffinitive）あるいは訴えの即時却下・訴訟判決（absolutio ab instantia）に分類
できる。裁判官による判決発見のための手続原則として，まず，判決は，①原
43） Caenegem, p.19; Nörr, supra note 11, 27-28．貝瀬・前注 2）23 頁，同・前注 11）105-106
頁。
































45） Nörr, supra note 11, 30-32．貝瀬・前注 11）106-107 頁。
46） Caenegem, p.19; Nörr, id., 31-36．貝瀬・前注 2）22 頁，同・前注 11）107-109 頁。


























原状回復（restitutio in integrum），無効抗告（querela nullitatis）がある49)。
⑻ 以上の通常訴訟よりも，緊急を要しかつ複雑でない事件を処理するため
の，より迅速な訴訟形式が必要となり，教皇クレメント 5世のサエペ（Saepe）
教令（1312 1314 年）によって，略式手続が正式に導入され（既に 13 世紀には
47） Caenegem, ibid. Nörr, ibid．貝瀬・前注 2）22 頁，同・前注 11）108-109 頁。
48） Nörr, ibid．貝瀬・前注 11）108-109 頁。































50） Caenegem, pp.20-21．貝瀬・前注 2）25-26 頁。
51） Id., p.22．貝瀬・前注 2）27 頁。




























および 11 世紀に統合されていた古期イングランド国家ないし王権（the old-
52） Nörr, supra note 11, 40-42．貝瀬・前注 11）110 頁。



















なわち，1100 年頃から，国王は巡回裁判官（justices in eyre）をカウンティに
派遣し始め，ヘンリー 2 世治下（1154 1189 年）には巡回裁判・巡察（eyres）
が極めて頻繁に行われた。中央裁判所の職務が拡張しすぎたため，王会内部で
の専門化が不可避となり，13 世紀には，①租税事件に特化した財務府裁判所
（Court of Exchequer），②王座部（Kingʼs Bench），③巡察裁判官（Justices in
eyre）すなわち国王の裁判を地方に提供する巡回中央裁判官，④人民間訴訟裁





54） 貝瀬「歴史叙述としての民事訴訟(3)」立教法務研究 9 号（2016 年）375 頁。R. van
Caenegem, The Birth of the English Common Law（2ed., 1988）90-92, 93, 100-101.
55） Caenegem, pp.30-31．貝瀬・前注 2）30-31 頁。
立教法学 第 101 号（2020)
40






















侵奪者の法定相続人に対する不動産占有回復訴訟令状（writ of entry sur dis-
seisin），②占有侵奪回復令状（writ of entry ad terminum qui praeterii），③侵害
訴訟令状（writ of trespass）（13 世紀半ばに国王裁判所で出現した侵害訴訟が，巡
回陪審裁判制度により 14 世紀半ばまでに一般的な訴訟となり，侵害訴訟令状によっ
て，新しい訴訟が多発するようになった），④この権利侵害訴訟（trespass）がさ
らに発展した特殊主張令状（writs upon the case）および引受訴訟令状
（assumpsit）がそれである。令状は大法官府が創出し（特に 12 世紀後半から 13
世紀前半には，極めて多くの新しい令状が集中的に発明された），すべて令状方式






























57） Caenegem, pp.27-28．貝瀬・前注 2）33-35 頁。
58） Caenegem, pp.28-29．貝瀬・前注 2）35-37 頁。
























判や誤評決に対する告発（コモン・ローの誤審修正令状［writ of false judgment］
や，陪審員に対する陪審査問［attaint］）のみであったが，事件の正式裁判記録




































60） Ibid．貝瀬・前注 2）38-38 頁。
61） Canegem, p.31．貝瀬・前注 2）39-40 頁。






















⑵ フィリップ 2 世（1180 1223 年在位）のもとで，ローマ皇帝の法律を学
んだ学識法曹すなわちローマ法法律家（legists）の出現によって，封建的な王





状（lettres de justice）で与えられる。それから大審部（Grandʼ Chambre）で口
頭弁論が開かれ，両当事者が事実を提出し，法的議論を行う。しかしながら，
62） Caenegem, p.32．貝瀬・前注 2）40 頁。


















実の要点」［appointment en faits contraires］。この「要点」の作成は，代訟人
［adovocates］の仕事の重要な部分であった）。ただし，大審部は，自白を得る目
的で，当事者の聴聞によって証人尋問を回避することができた（「事実項目に関












64） Caenegem, pp.33-35．貝瀬・前注 2）41-44 頁，同・前注 22）46 頁。
















王は，パリ最高法院を創設するとともに，1254 年・1258 年の二つのルイ 9 世














































66） Caenegem, pp.35-37．貝瀬・前注 2）44-45 頁。
67） Caenegem, p.36．貝瀬・前注 2）45-46 頁。















では，ロジェール 2世のアリアーノ法（1140 年）からフリードリヒ 2世の皇帝
法書（Liber Constitutionum または Liber Augustalis）（1231 年）に至る国王立法














68） Caenegem, pp.37-38．貝瀬・前注 2）46-47 頁。






























の発展に貢献した（例えば，アルフォンソ 10 世のもとで裁判官を務めた Jacob de
las Leyes は，新学識訴訟手続に関する著作である Flores de Derecho などを執筆し
70） Caenegem, p.39．貝瀬・前注 2）48-49 頁。
71） Caenegem, p.39, 41．貝瀬・前注 2）49 頁。






1265 年に決定的な前進があった。すなわち，フランスのルイ 9 世とほぼ同時





















72） Caenegem, pp.39-40, 40-41．貝瀬・前注 2）49-50 頁。
73） Caenegem, pp.40-41．貝瀬・前注 2）50-51，52 頁。































75） Caenegem, p.42．貝瀬・前注 2）53 頁。
76） Caenegem, pp.42-43．貝瀬・前注 2）53-54 頁。エンゲルマンの指摘は，アルトゥール・エ
ンゲルマン（小野木常＝中野貞一郎編訳）『民事訴訟法概史』（2007 年，信山社）94 頁。



























されたのは，19 世紀になってから 1798 年にヘルヴェチア共和国が成立し
て，アンシャン・レジームの司法組織を廃止したのち のことであった78)。
77） Caenegem, p.55．貝瀬・前注 2）55 頁，同 56 頁（注 106）の証拠法における変遷を参照。
強化された方式の訴えについては，エンゲルマン・前注 76）48 頁。































79） Caenegem, pp.46-47．貝瀬・前注 2）59 頁。
80） Caenegem, p.45．貝瀬・前注 2）59-60 頁。
81） Caenegem, p.46．貝瀬・前注 2）60 頁。


























ヴァ ンが 1514 年に提出した「貴族制ハンガリー国家慣習法の三部書」（Tri-
partium Opus Juris Consuetudinarii Inclyti Regni Hungariae）は，人・物・訴権を
扱い，国王により認可されて，数世紀にわたり基本的なハンガリーの法書とし
82） Caenegem, p.47．貝瀬・前注 2）61 頁。
83） Caenegem, p.48．貝瀬・前注 2）62 頁。













まず，ボヘミア国王ヴァーツラフ 2 世（1278 1305 年），プラハ大学の創立

















85） Caenegem, pp.48-49．貝瀬・前注 2）63 頁。
86） Caenegem, p.49．貝瀬・前注 2）63 頁。
87） Caenegem, ibid．貝瀬・前注 2）63-64 頁。






























88） Caenegem, ibid．貝瀬・前注 2）64 頁。
89） Caenegem, p.50．貝瀬・前注 2）64-64 頁。






























91） Caenegem, ibid．貝瀬・前注 2）66 頁。
92） Caenegem, ibid．貝瀬・前注 2）66-67 頁。
93） Caenegem, p.47．貝瀬・前注 2）61 頁。
94） Caenegem, pp.47-48．貝瀬・前注 2）61-62 頁。





























95） Caenegem, p.48．貝瀬・前注 2）62 頁。
96） Caenegem, p.44．貝瀬・前注 2）57 頁。































98） Caenegem, ibid．貝瀬・前注 2）57，58 頁。
99） Caenegem, ibid．貝瀬・前注 2）58-59 頁，57 頁（注 109）。
100） Caenegem, p.45．貝瀬・前注 2）58-59 頁。
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101） R. van Rhee, Public Justice: Some Historical Remarks, in: A. Uzelac / C.H. van Rhee（eds.）,
Public and Private Justice Dispute Resolution in Modern Societies（2007）38-41．貝瀬・前注
54）394-395 頁。






























103） Caenegem, p.52．貝瀬・前注 2）67 頁。
104） Caenegem, pp.52-53．貝瀬・前注 2）67-68 頁。
105） Caenegem, p.53．貝瀬・前注 2）68 頁。
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106） Caenegem, p.54．貝瀬・前注 2）68 頁。近藤和彦『近世ヨーロッパ』（2018 年，山川出版
社）61 頁，二宮宏之「フランス絶対王政の統治構造」同『二宮宏之著作集 3』（2011 年，岩波
書店）144 頁以下（初出は 1979 年）。












16 世紀から 18 世紀にいたる近世は，先行する時代の継続であるとともにそ
の完成でもあって（中央裁判所と国王の活動，大学，ローマ＝カノン学識訴訟，イ
ングランドのコモン・ロー訴訟，法学の言語とスタイルは，全て中世に起源を有し
















108） Caenegem, pp.54-55．貝瀬・前注 2）70-71 頁。
109） Caenegem, p.55．貝瀬・前注 2）71-72 頁。





























110） Caenegem, pp.60-61．貝瀬・前注 2）78-79 頁。
111） Caenegem, p.61．貝瀬・前注 2）79 頁。1667 年王令につき，五十嵐清『ヨーロッパ私法へ
の道』（2016 年，日本評論社）88 頁。同王令の全訳は，『塙浩著作集 6 フランス民事訴訟法
史』（1992 年，信山社）667 頁（初出は 1974 年）。































113） Caenegem, ibid．貝瀬・前注 2）80 頁。
114） Caenegem, pp.61-62．貝瀬・前注 2）80-81 頁。
115） Caenegem, p.62．貝瀬・前注 2）81 頁，43 頁（注 78）。
116） Caenegem, pp.62-63．貝瀬・前注 2）81 頁。






























117） Caenegem, p.63．貝瀬・前注 2）81-82 頁。












1729 年，1770 年），モデナ（1771 年）ではその法典化が実現したが，散発的な
努力にとどまり，根本的変革は，ヨーゼフ 2世のイニシアティヴ，フランスに
よる占領とフランス民事訴訟法典の導入を待たなければならなかった120)。
⑵ スペインは，レコンキスタが完了した 1492 年からスペイン独立戦争が
勃発した 1803 年に至る 3 世紀の間に，中央集権的君主国家となり（絶対君主
制と中央集権化が勝利を収め），世界的覇権を獲得した。中世の分裂状態から政
治的統一が達成されたことに対応して法的統一も実現され，カスティリア法お





「カスティリア勅令集」（Ordenazas Reales de Castilla），多くの補遺と改訂を伴




1505 年のトロ法（Leyes de Toro）が必要不可欠と宣言した地域法（フェロ法）
の知識を実務法曹は大学で修得できず，16 世紀および 17 世紀の優れた法律家
119） Caenegem, pp.69-70．貝瀬「歴史叙述としての民事訴訟(2)」立教法務研究 7号（2014 年）
226-227 頁。
120） Caenegem, ibid．貝瀬・前注 119）227 頁。
121） Caenegem, pp.63-64．貝瀬・前注 119）221 頁。







べき純粋さで後期中世的性格 12 世紀から 14 世紀の法律家が，ローマ法お
よび主にゲルマン的な法実務に基づいて発展させてきた「普通訴訟」の伝統
を維持していた。すなわち，後述する 1855 年訴訟法（Ley de Enjuiciamen-
to）前の訴訟手続は，七部法典とほとんど異ならず，1806 年フランス民事訴訟

















改革法（Novíssima Reforma Judiciária）が公表され，1845 年における自由主義
の勝利は法改革と法典化への関心を高めた。1876 年民亊訴訟法典（Codigo do
Processo Civil）は 1841 年法に多くを負っている124)。
122） Caenegem, ibid．貝瀬・前注 119）221-222 頁。
123） Caenegem, pp.63-65．貝瀬・前注 119）222-223 頁。
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124） Caenegem, pp.65-66．貝瀬・前注 119）223-224 頁。
125） Caenegem, pp.55-56．貝瀬・前注 2）72-73 頁。





























126） Caenegem, pp.56-57．貝瀬・前注 2）73-74 頁。
127） Caenegem, p.58．貝瀬・前注 2）74 頁。
128） Caenegem, ibid．貝瀬・前注 2）75 頁。
































130） 以上は，Caenegem, p.58．貝瀬・前注 2）74-75 頁。
131） Caenegem, pp.58-59．貝瀬・前注 2）75-76 頁。なお，エンゲルマン・前注 76）383 頁以
下。

























132） Caenegem, p.57．貝瀬・前注 2）73 頁。
133） Caenegem, p.59．貝瀬・前注 2）77 頁。
134） Caenegem, p.60．貝瀬・前注 2）77 頁。
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